
別紙７ 呼吸用保護具の指定防護係数に関する文献等について 

 

１ 呼吸用保護具に関する構造規格における規定 

(1) 防じんマスクの規格（昭和 63 年労働省告示第 19 号）では、第６条（性能に関する

試験）の粒子捕集効率試験の試験条件として、取り替え式、使い捨て式それぞれに

ついて、マスクの捕集効率の等級を RS1/DS1/RL1/DL1：80.0%、RS2/DS2/RL2/DL2：

95.0％、RS3/DS3/RL3/DL3：99.9%の３等級に区分している。 

(2) 電動ファン付き呼吸用保護具の規格（平成 26年厚生労働省告示第 455 号）では、第

６条（性能に関する試験）の粒子捕集効率試験の試験条件として、フィルタの捕集

効率の等級を PS1/PL1：95.0％、PS2/PL2：99.0％、PS3/PL3：99.97 の３等級に区分

している。さらに、同第６条は、電動ファン付き呼吸用保護具の漏れ率試験の試験

条件として、指定のフィルタを装着したマスクからの漏れ率を等級ごとにＳ級：0.1%、

Ａ級：1.0%、Ｂ級：5.0%の３等級に区分している。 

 

２ 日本工業規格における規定等 

(1) JIS T8150:2006 の付表２は、指定防護係数（訓練された着用者が、正常に機能する

呼吸用保護具を正しく着用した場合に、少なくとも得られるであろうと期待される

防護係数）について、ろ過式の動力なしの呼吸用保護具の指定防護係数は、半面形

が４～50、全面計が４～100 となっており、ろ過式の動力付きの呼吸用保護具の指

定防護係数は、半面形で４～50、全面形で４～100、フード形で４～25、フェイスシ

ールド形で４～25としている。さらに、付表２の注では、ろ過式の防護係数は、面

体等の漏れ率[Lm(%)]及びフィルタの透過率[Lf(%)]から、100/(Lm+Lf)によって算出

すると規定している。 

(2) JIS T8150:2006 の解説では、付表２に示した防護係数は、米国国家規格（ANSI）及

び米国職業安全衛生研究所(NIOSH)、英国安全衛生部（HSE）等に示された指定防護

係数を参照し、我が国の呼吸用保護具の種類に適した数値について安全性を考慮し

て決めたものであるとしている。さらに、同解説では、欧米の指定防護係数の根拠

は、実験室において被験者が呼吸用保護具を実際に着用し、一定の動作及び発声を

行ったときの実測値を集計し、その代表値として帰納した値であり、着用者間のば

らつきに対して安全側に設定した値であるとしている。 

 

３ 米国の法令等における規定 

(1) 米国安全衛生庁（USOSHA）の規則(29 CFR 1910.134(d))「呼吸用保護具の選択」に

おいては、各種類の呼吸用保護具の指定防護係数(assigned protection factor)を
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Table 1 において規定

しており、ろ過式の呼

吸用保護具について

は、半面形で 10、全面

形で 50 とされている。

電動ファン付き呼吸用

保護具（PAPR）について

は、半面形で 50、全面

形で 1,000、ヘルメット

形で 25、フード形で

1000、ルーズフィッテ

ィング形で25としてい

る。 

(2) OSHA の指定防護係数

は、米国産業規格(ANSI)Z88.2:1992 の

指定防護係数を根拠の一つとしている

(Steelnack(2007)。ANSI の原案作成委

員会では、指定防護係数の根拠として

いくつかの文献をあげている（Nelson 

(1996)）。半面形 PAPR については、鉛

溶融炉における高性能フィルタ（HEPA）

を備えた半面形 PAPR を着用した作業

者の防護係数を実測した結果、防護係

数の幾何平均が 431、５％パーセンタ

イルの推定値が 58 であったことを主

な根拠としている（ Lenhart and 

Campgell (1990)）。全面形 PAPR につい

ては、鉛溶融炉における全面形 PAPR を

着用した作業者（定量的フィットテス

トの結果、最小のフィット係数は 500

であった。）の防護係数を実測した結

果、５％パーセンタイルの防護係数が

1400 で あ っ た こ と (Colton et 

al.(1990))、ヘルメット・フード形の

PAPR の防護係数実測値の５％パーセ

ンタイルの防護係数が 1470 であった
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こと(Keys et al.(1990))を主な根

拠としている(Table Ⅲ参照)。半面

型、全面型のろ過式マスクの指定防

護係数も、同様に５パーセンタイル

の防護係数の実測値に基づいて設

定されている(Table Ⅱ参照)。 

(3) さらに、同規則1910.134(d)(3)(iv)

において、事業者に、米国安全衛生

研究所(USNIOSH)に認証された高捕

集効率フィルタ（HEPA）か、42CFR 

part 84 によって NIOSH が認証した

フィルタを使用することを求めて

いる。42CFR part 84 では、試験粒

子別に、最低フィルタ捕集効率別に

型式を定めており、その捕集効率の

種 類 は 、 N100/R100: 99.97% 、

N99/R99: 99％、N95/R95: 95％の３

段階となっている。 

(4) 同規則 1910.134(f)においては、事

業者に、同規則の付属書Ａに従って

フィットテストを実施することを義務付けている。フィットファクター（マスク外

の濃度をマスク内の濃度で除したもの）としては、半面型マスクは 100、全面型マス

クでは 500 を達成することが求められている。フィットテストの実施時期は、新た

なマスクを使用する前、マスクを変更する前や、労働者のフィッティングに影響が

あること（大幅な体重の増減等）が発生した時に実施するとされている。フィット

テストの方法は、定量的テスト（測定器を使用してフィットファクターを計算する

方法）と定性的テスト（外部のガスがマスク内に入ってきたことを嗅覚等で検知す

る方法）があり、定性的テストは、フィットファクターが 100 以下の場合にしか実

施できないこととされている。 

 

４ フィットテストに関する ISO の規定 

(1) ISO 16975-3:2017 においては、フィットテストの実施方法と頻度等を定めている。

実施時期については、新しいマスクの使用前やマスクの変更の前に実施することと

されている。さらに、少なくとも年１回実施することが推奨されるとしている。 
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５ 考察 

(1) 構造規格においては、防護係数の直接の規定はない。OSHA 規則の指定防護係数の根

拠となる文献が、それぞれ、高性能フィルタ(HEPA)を使用し、又は、フィットファ

クターが 500 あるなど、フィルタからの漏れ率をほぼ無視できる状態での実測値で

あることから、OSHA の指定防護係数は、面体からの漏れ率の逆数と考えるのが妥当

（全面形で 0.1%、半面形で２％）である。したがって、この漏れ率と構造規格のフ

ィルタ等級に応じたフィルタからの漏れ率を JIS T8150 の防護係数の計算式

（100/(Lm+Lf)）に当てはめて防護係数を計算した結果を表１及び２に示す。なお、

99.9％のフィルタ漏れ率は０として計算している。 

(2) 現在、JIS T 8150 は改訂作業中であり、それと連携を図りつつ、指定防護係数を明

確にしていく必要がある。 

(3) フィットテストについては、従来、定量的フィットテストによる防護係数の確認を

実施することを通達等によって指導している。溶接ヒュームについては、局所排気

装置等によるマンガン濃度の低減が困難であることを踏まえると、定期的に、定量

的フィットテストを確実に実施することが必要である。 

 

表１ 防じんマスクの防護係数の計算値 

 捕集効率 95％のフィルタ 

（PF2=20） 

捕集効率 99.9%のフィルタ 

（PF2=1,000） 

全面形（PF１=50） PFtotal=14.3 PFtotal=47.6 

半面形（PF１=10） PFtotal=6.7 PFtotal=9.9 

 

表２ 電動ファン付き呼吸用保護具の防護係数の計算値 

  

捕集効率 95％の

フィルタ

（PF2=20） 

捕集効率 99％の 

フィルタ

（PF2=100） 

捕集効率 99.9%

のフィルタ

（PF2=1,000） 

全面形（PF１=1000） PFtotal=19.6 PFtotal=90.9 PFtotal=1000 

半面形（PF１=50） PFtotal=14.3 PFtotal=33.3 PFtotal=50 

PF１：面体と顔の隙間からの漏れ率に対応する防護係数 

PF2：フィルタからの漏れ率に対応する防護係数 

PFtotal：全体の防護係数 
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